予算要求資料
平成27年度当初予算　支出科目　款：02 総務費　項：01 総務管理費　目：06 会計管理費　
	事業名　総合財務会計システム機器及び運用業務更新事業費（任意）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

出納事務局　出納管理課　総合財務係　電話番号：058-272-8714
　　　　　　　　　　　E-mail：c11113@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　  122,610千円（前年度予算額：0 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	122,610
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	122,610

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・現行の総合財務会計システムのサーバ機器等はH22年10月から稼働しています。当初はH27年９月に更新を行う予定でしたが、指定金融機関の交代を勘案し、H28年９月まで１年間現行契約を延長する予定としました。
・H28年９月には稼働から６年が経過することとなり、機器の老朽化、ソフトウェアのサポート切れ等に対応するため、サーバ機器等を更新し、システムの安定稼働の継続を図る必要があります。
（２）事業内容

・総合財務会計システムのサーバ機器等更新及びシステムの運用保守業務について複数年契約（H27.10月(予定)～H33.9月）による調達を行います。
・運用業務と機器等賃貸借業務、現在は別契約となっている遠隔監視、財務プリンタの賃貸借保守業務もあわせて一括調達します。

・システムの脆弱性を回避するため、サポート切れのミドルウェア等は後継バージョンに更新、後継ソフトがないＥＵＣツールについては代替機能を開発します。

・災害時等に備え確実なデータ保管のため、システム共通基盤機器（情報企画課所管）を利用した遠隔地バックアップを新たに実施します。
（３）県負担率・補助率の考え方

　　・県10/10（県の財務会計システムの更新であるため）
（４）類似事業の有無

　　・各都道府県

３　事業費の積算内訳
【整備事業費分】
　総合財務会計システムのサーバ機器等の設置・設定、データ移行、ＥＵＣツールの開発等更新に伴う初期整備費用　　（単位：千円）
	年度
	H27
	H28
	計

	インストール設定等
	0
	18,962
	18,962

	データ移行等
	46,429
	60,308
	106,737

	ｿﾌﾄ更新、EUCﾂｰﾙ開発
	74,534
	49,689
	124,223

	機器設置、配線等
	0
	17,250
	17,250

	合計
	120,963
	146,209
	267,172


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　【運用事業費】
　総合財務会計システムの運用、サーバ機器等の賃貸借、保守費用
	年度
	H28
	H29-H32

（各年度）
	H33
	計

	運用業務
	100,620
	201,235
	100,620
	1,006,180

	機器等賃貸借
	9,039
	18,077
	9,039
	90,386

	維持管理（機器保守）業務
	10,479
	20,956
	10,479
	104,782

	合計
	120,138
	240,268
	120,138
	1,201,348


【整備事業・運用事業費合計】
H27.10月(予定)～H33.9月、債務負担限度額1,348,000千円(H28～H33)
	年度
	H27
	H28
	H29-H32

(各年度)
	H33
	計

	整備事業費
	120,963
	146,209
	－
	－
	267,172

	運用事業費
	－
	120,138
	240,268
	120,138
	1,201,348

	合計
	120,963
	266,347
	240,268
	120,138
	1,468,520


【遠隔バックアップ事業費】
　　　システム共通基盤を利用した遠隔地バックアップに必要な機器増設にかかる費用
　　　システム共通基盤（情報企画課既存契約）の機器を増設する。
　　　債務負担限度額　3,600千円（H28～H30）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年度
	H27
	H28-H30

（各年度）
	合計

	増設機器設置・設定等
	1,647
	－
	1,647

	増設機器賃借
	－
	882
	2,646

	増設機器保守料
	－
	288
	864

	合計
	1,647
	1,170
	5,157


	決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　H28年10月までに総合財務会計システムのサーバー機器等を更新し、安定稼働が行われるようにします。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	サービスレベル

遵守率
	設定なし
（H18）
	100%
（H23 ）
	100%
（H24）
	100%
（H25）
	100%
（H28）
	100％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）利用状況（年間総数）
　　利用者数　742,706人、ログイン回数　2,287,458回、
（２）サービスレベル遵守状況
　　システム稼働率、オンライン応答時間、システム一括処理にかかる時間、
　作業依頼対応、障害対応いずれも違反なし。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　運用保守業務に関するサービスレベルに違反項目はなく、安定稼働している。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　県の会計事務、予算執行等を円滑かつ確実に行うため総合財務会計システムの安定稼働が必要。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　安定稼働がされている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　別契約になっていた関連業務（遠隔監視、財務プリンタの賃貸借保守業務）もあわせて一括調達を行う。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　システムの脆弱性を回避するため、サポート切れのミドルウェア等は後継バージョンに更新するが、後継ソフトがないＥＵＣツールについては代替機能を開発する必要がある。
　災害時等に備え確実なデータ保管のため、遠隔地でのバックアップを行う必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　代替機能を開発する必要があるＥＵＣツール、新たに行うシステム共通基盤を利用した遠隔地バックアップを含め、サーバ機器等の更新を円滑かつ確実に行う。


